
ビル名 所在地 延床面積（坪）階数

主要新築ビル（2022年12月－2023年2月）
No.

1月の消費者物価指数（CPI、2020年=100）は変動の大きい生鮮食品を除く総合指数が104.3となり、
前年同月比で4.2％上昇した。上昇は17か月連続となった。第2次石油危機の影響で物価が上がっていた
1981年9月（4.2％）以来、41年4か月ぶりの上昇率で、円安や資源高の影響により、食料品やエネルギーと
いった生活に身近な品目が値上がりした。一方、1月の名目賃金は同0.8％の伸びにとどまって、実質賃金は
同4.1％減となり、2014年5月以来、8年8か月ぶりの落ち込み幅となった。物価上昇に賃金の伸びが追いつ
かない状況が続いているが、大幅な賃上げの実施を公表する企業も散見されている。

1
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4
5

神宮前二丁目ＰＪ
大和地所レジデンス 虎ノ門ビル
ヒューリック錦糸町コラボツリー
フロントプレイス四谷
3rd MINAMI AOYAMA

渋谷区神宮前2
港区西新橋3
墨田区錦糸4
新宿区四谷3
港区南青山3

6/B1
13/B1
7
10/B1
13/B1

約2,425坪
約2,446坪
約2,147坪
約2,576坪
約4,463坪

竣工年月
2022年12月
2023年1月
2023年1月
2023年1月
2023年2月

（各社公表資料等より）

物価高騰で実質賃金は目減り

● オフィスの新規賃借理由と希望エリア
● オフィス環境づくりの課題と制度・施設の導入状況
● 働き方の変化の状況
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１フロア面積が大きなビルに移りたい

｜　オフィスを新規賃借する理由　 ｜ ｜　オフィスを新規賃借する場合の希望エリア　 ｜

［図表］新規賃借する理由（複数回答あり。2022年の回答割合上位を抜粋） ［図表］新規賃借する場合の希望エリア（3年間の平均値。複数回答あり。希望上位エリア）

● 新規賃借予定のある企業の「希望エリア」について、直近3年間（2020～2022年調査）の回答割合の平均値は、「日本橋」が20％で
最も高く、「丸の内」と「大手町」が15％、「神田・御茶の水」が14％、「新橋」が13％で上位にある。大規模な再開発事業が進行、あるい
は予定されているエリアが上位にある。

● 「品川」や「六本木」、「田町」でポイントの下げ幅が比較的大きくなった。

オフィスの新規賃借理由と希望エリア

● 東京に立地する企業がオフィスを新規賃借する理由は、「立地の良いビルに移りたい」｢賃料の安いビルに移りたい｣が同数（29%）
で1位、次いで「働き方の変化に応じたワークプレイスの変更」（27%）が3位となった。「働き方の変化に応じたワークプレイスの変
更」は従業員300人以上の企業においては回答割合が37%で最多となっており、企業規模が大きくなるにつれて柔軟な働き方に
対応したオフィスが求められていると考えられる。

● 賃借床面積の拡大につながる「新部署設置、業容・人員拡大」はコロナ下で大きく低下したが、徐々に増加している。

資料 ： 森ビル「東京23区オフィスニーズに関する調査」を基に平成ビルディングにて作成
※本調査は、主に東京23区に本社が立地する企業で、上位約1万社を対象に今後の新規賃借予定などのオフィス需要に関するアンケートを実施。
調査対象 ： 9,804社　　　有効企業回答数 ：1,677社（回収率17.1％）　　　調査期間 ：2022年10月1日～10月31日
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外部顧客との

新たな接点創出

効率的レイアウトによる
コストダウン

2020年(n=1,716)

2021年(n=1,605)

2022年(n=1,675)
※n：回答数

社内コミュニケーションや
コラボレーション強化

従業員の
エンゲージメント向上

従業員への健康配慮

人材能力開発の強化

出社人数減少に伴う
オフィススペースの見直し

従業員や訪問者への
企業イメージアップと
企業メッセージの発信

多様な人材への配慮

生産性向上による
人件費抑制

リクルーティング・
リテンションの強化

自社ビジョンや企業
文化の空間への反映

社外コラボレーションや
オープンイノベーション

従業員のオフィス復帰施策

在宅勤務
（自宅で仕事すること）

オープンな
ミーティングスペース
（会議室ではなく
オープンな空間に、
会議用スペースを設けること）

集中ブース・
作業スペース
（一人で集中して作業を
行うためのスペース）

フリーアドレス
（オフィス内で固定席を
持たず、自分の好きな席で
働くワークスタイル）

Web会議用
スペース
（Web会議に用いられる
遮音性のあるスペース）

サテライトオフィス
（企業等が本社・
主要拠点から離れた場所に
設置するオフィス）

コワーキング
オフィス利用
（作業スペースや
会議室などを個人や
複数の会社で共用し、
独立して業務を行う）

ワーケーション
（ワークとバケーションを
合わせた言葉で、
旅行や帰省中の一部の
時間を仕事にあてると
いった働き方）

既に導入している 今後導入する予定 導入したいが実現は困難 導入する予定はない

28%

73%

80% 4%

4%

4%

4%

4%

4%

3%

3%

3%

8% 8%

78%

34%

32%

2% 8%

10%8%

10%

10%

10%

8%

12%

7% 12%

12%

12%

8%

28%

22%

14%

14%

14%

14%

14%

14%

31%

24%

24%

22%

22%

39%

38%

34%

47%

41%

41%

38%

37%

37%

63%

65%

67%

69%

72%

72%

70%

77%

77%

76%

78%

22%

26%

13%

13%

13%

13%

13%

13%

11%

11%

11%

11%

5%

5%

5%

11%

11% 11%

11%

11%

9%

6%

6%

6%

11%

2019年
(n=1,805)
2020年
(n=1,718)
2021年
(n=1,559)
2022年
(n=1,659)

2019年
(n=1,802)
2020年
(n=1,710)
2021年
(n=1,591)
2022年
(n=1,663)

2019年
　
2020年
(n=1,712)
2021年
(n=1,593)
2022年
(n=1,663)

2019年
(n=1,793)
2020年
(n=1,702)
2021年
(n=1,593)
2022年
(n=1,654)

2019年
(n=1,796)
2020年
(n=1,713)
2021年
(n=1,594)
2022年
(n=1,662)

2019年
(n=1,792)
2020年
(n=1,706)
2021年
(n=1,592)
2022年
(n=1,654)

2019年
(n=1,776)
2020年
(n=1,709)
2021年
(n=1,593)
2022年
(n=1,660)

2019年　
2020年
(n=1,709)
2021年
(n=1,592)
2022年
(n=1,662)

41%

51%

51%

57%

60%

15%

15%

15%

15%

15%

20%

20%

28%

28%

28%

21%

21%

16%

16%

16%

16%

16%

21%

23%19%

17%

17%

40%

40%

54%

8%

｜　社内外とのコミュニケーションを促進するオフィスづくりが課題　｜
● テレワークと出社を組み合わせたハイブリッドワークを前提としたオフィスの見直しを検討しているとみられる「効率的なレイアウトに

よるコストダウン」が最多となった。
● コロナ下で課題となった「従業員への健康配慮」や「出社人数減少に伴うオフィススペースの見直し」は徐々に減少する一方、「社内コ

ミュニケーションやコラボレーション強化」や、「社外とのコラボレーションやオープンイノベーション」、「外部顧客との新たな接点創出
」などの回答割合が増加し、オフィスを活用して社内外とのコミュニケーションの促進を図ろうとしている企業の増加がうかがえる。

● 働き方やワークプレイスに関する制度や施設などの導入状況については、「在宅勤務」や「オープンなミーティングスペース」、「web会議
用スペース」を導入している企業が回答の過半数を超えるなど、オフィス・リモートワーク両面での環境整備・機能強化が継続している。

［図表］オフィス環境づくりにおける課題

［図表］働き方やワークプレイスに関する制度・施設等の導入状況

オフィス環境づくりの課題と制度・施設の導入状況

資料 ： 森ビル「東京23区オフィスニーズに関する調査」※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。※本調査は、主に東京23区に本社が立地する企業で、上位約1万社を対象に今後の新規賃借予定などのオフィス需要に関するアンケートを実施。
調査対象 ： 9,804社　　　有効企業回答数 ：1,677社（回収率17.1％）　　　調査期間 ：2022年10月1日～10月31日
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｜　自宅勤務の効率は上がったが、テレワークの実施は企業規模で差　｜
● 2023年1月に実施された「第12回 働く人の意識に関する調査（公益財団法人 日本経済性本部）」では、テレワークの大多数を占める

自宅での勤務の効率については、「効率が上がった」「やや上がった」の合計が調査開始以降の最高値となった。また、自宅での勤務
の満足度について「満足している」「どちらかと言えば満足している」の合計も過去最高となった。コロナ下で急遽取り組みを始めた
ケースも多いとみられるが、執務環境や体制の整備、業務の見直しなどが進んだと考えられ、一定の成果が上がったとみられる。

● しかしながら、新型コロナの感染状況の落ち着きとともに、テレワークの実施率も低下傾向にあり、大規模の企業等では30～40％
の実施率が維持されているものの、それより小さい規模では10%台にあり実施状況の差が拡がっている。

［図表］自宅での勤務に満足しているか

［図表］柔軟な働き方の実施状況（複数回答）

資料 ： 公益財団法人 日本生産性本部「第12回 働く人の意識に関する調査」

［図表］自宅での勤務で効率が上がったか
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2022年 1月調査

2022年 4月調査

2022年 7月調査

2022年10月調査

2023年 1月調査

［図表］従業員規模別のテレワーク実施率

● 調査対象 ： 20 歳以上のわが国の企業・団体に雇用されている者（雇用者＝就業者から自営業者、家族従業者等を除 いたもの）1,100名。
● 調査期間 ： 2023年1月10日～11日
※本調査は、組織で働く雇用者を対象に、勤め先への信頼度や雇用・働き方に対する考え方などについて、2020年5月以降、四半期毎にアンケートにより実施しているもの。

働き方の変化の状況
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ビル名 所在地 延床面積（坪）階数

主要新築ビル（2022年12月－2023年2月）
No.

1月の消費者物価指数（CPI、2020年=100）は変動の大きい生鮮食品を除く総合指数が104.3となり、
前年同月比で4.2％上昇した。上昇は17か月連続となった。第2次石油危機の影響で物価が上がっていた
1981年9月（4.2％）以来、41年4か月ぶりの上昇率で、円安や資源高の影響により、食料品やエネルギーと
いった生活に身近な品目が値上がりした。一方、1月の名目賃金は同0.8％の伸びにとどまって、実質賃金は
同4.1％減となり、2014年5月以来、8年8か月ぶりの落ち込み幅となった。物価上昇に賃金の伸びが追いつ
かない状況が続いているが、大幅な賃上げの実施を公表する企業も散見されている。

1
2
3
4
5

神宮前二丁目ＰＪ
大和地所レジデンス 虎ノ門ビル
ヒューリック錦糸町コラボツリー
フロントプレイス四谷
3rd MINAMI AOYAMA

渋谷区神宮前2
港区西新橋3
墨田区錦糸4
新宿区四谷3
港区南青山3

6/B1
13/B1
7
10/B1
13/B1

約2,425坪
約2,446坪
約2,147坪
約2,576坪
約4,463坪

竣工年月
2022年12月
2023年1月
2023年1月
2023年1月
2023年2月

（各社公表資料等より）

物価高騰で実質賃金は目減り

● オフィスの新規賃借理由と希望エリア
● オフィス環境づくりの課題と制度・施設の導入状況
● 働き方の変化の状況
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